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令 和 ３ 年 度 山 村 振 興 関 係 予 算

１．予算編成経過

令和２年７月２１日閣議における麻生財務大臣発言「 令和３年度予算の概算要求の具「

体的な方針について」を踏まえて、９月末日までに関係省庁から財務省に対し令和３年度

予算概算要求が行われ、その後の折衝を経て、令和３年度予算政府案は、令和２年１２月

２１日に閣議決定された。国会での審議を経て３月末に成立した。

令和３年度の政府予算の歳出は、次のとおりとなっている。

， （ ， ）一般歳出 ６６兆９ ０２０億円 前年度比 ５兆１ ８３７億円増

地方交付税交付金等 １５兆９，４８９億円（前年度比 １，３９６億円増）

国債費 ２３兆７，５８８億円（前年度比 ４，０７２億円増）

， （ ， ）合計 １０６兆６ ０９７億円 前年度比 ５兆７ ３０６億円増

また、令和３年度の地方財政計画の規模は、総額８９兆８，４００億円程度（前年度比

９，０００億円程度減 、地方交付税は１７兆４，３８５億円（前年度比８，５０３億円）

増）となっている。

２．全国山村振興連盟の取組

全国山村振興連盟としては、令和３年度の予算編成に向けて、７月の理事会及び１１月

の通常総会の際に要望事項を決定し、国会及び関係省庁に対し要望活動を行った。

【令和３年度山村振興関係各省庁予算概算決定の概要】

注１．詳細は別表のとおり。

注２．予算額は、振興山村分として明確な区分ができないため、

全国分が一括計上されている。

【農林水産省(非公共)】

． （ ）１ 山村活性化支援交付金 7.8４億円 100.0%

． （ ）２ 中山間地農業ルネッサンス事業 億円 91.9%406

３．多面的機能支払交付金 487億円（100.0%）

４．中山間地域等直接支払交付金 261億円（100.0%）

５．農山漁村振興交付金 98億円（100.0%）

６．食料産業・６次産業化交付金のうち

バイオマス利活用高度化施設整備 19億円の内数（ 74.7%）

７．鳥獣被害防止総合対策交付金 110億円（109.9%）

８．農地耕作条件改善事業 248億円（ 99.2%）

９. 強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち

産地基幹施設等支援タイプ 162億円の内数（ 81.0%）

．食料産業・６次産業化交付金のうち６次産業化施設整備事業 億円の内数(74.7%）10 19

．野菜価格安定対策事業のうち11

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 156億円の内数（100.4%）
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（ ）12. 農業次世代人材投資事業 152億円 95.2%

（ ）13. 農の雇用事業 44億円 95.1%

（ ）14. 中山間地域活性化資金 (210億円) 91.3%

15. 振興山村・過疎地域経営改善資金 （ 2億円 （ .3%）） 133

【農林水産省(公共)】

１．農業農村整備事業 3,333億円（102.1%）

２．農山漁村地域整備交付金 807億円（ 85.6%）

この他に 「臨時・特別の措置」として、農業農村整備事業 億円、水産基盤整備事、 511

業 億円、農山漁村地域整備交付金 億円を計上している。73 42

【水産庁(非公共)】

１．浜の活力再生・成長促進交付金のうち水産業強化支援事業 26億円（132.8%）

【水産庁(公共)】

１．水産基盤整備事業 726億円（102.1%）

２．農山漁村地域整備交付金（再掲） 807億円（ 85.6%）

この他に 「臨時・特別の措置」として、農業農村整備事業 億円、水産基盤整備事、 511

業 億円、農山漁村地域整備交付金 億円を計上している。73 42

【林野庁（非公共 】）

１．林業成長産業化総合対策のうち

(１）林業イノベーション推進総合対策 10億円( 92.1%）

(２）林業・木材産業成長産業化促進対策 82億円( 95.1%）

(３）現場技能者キャリアアップ・林業労働安全対策 4億円( 96.9%）

２．森林・山村多面的機能発揮対策 14億円 (103.8%)

３ 「緑の人づくり」総合支援対策 47億円（99.4%)．

． （ ）４ シカ等による森林被害緊急対策事業 億円 .7%1.3 80

． （ ）５ 新たな森林空間利用創出対策 億円 .9%0.8 67

． （ ） （ ）６ 山村活性化支援交付金 再掲 7.8４億円 100.0%

【林野庁（公共 】）

１．森林整備事業 1,248億円（102.1%）

２．治山事業 619億円（102.1%）

３．農山漁村地域整備交付金（再掲） 807億円（ 85.6%）

この他に 「臨時・特別の措置」として、森林整備事業 億円、治山事業 億円、、 159 208

農山漁村地域整備交付金 億円を計上している。42

【総務省】

１．辺地対策事業債 520億円（102.0%）

２．過疎対策事業債 5,000億円（106.4%）

３．一般補助施設整備等事業債（豪雪対策事業） 31億円（100.0%）
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４．携帯電話等エリア整備事業 15億円の内数 （ .2%）100

５．高度無線環境整備推進事業 37億円の内数 （ .9%）69

６．放送ネットワーク整備支援事業 2.3億円 （ 61.3%)

７ 「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化による．

耐災害性強化事業 11億円（ .0%）110

８．公衆無線 環境整備支援事業 9億円（104.5%）LAN

９．地域情報化の推進 1.5億円 ( 97.1%)

地域おこし協力隊の推進 1.5億円 94.4%)10． （

【国土交通省】

１．道路事業 2兆 655億円（100.9%）

※ ※※

２．治水事業等 8,638億円（101.3%）

※ ※※

３．都市公園・緑地等事業 － ( － ）

※ ※※

． （ ）４ 下水道事業 437億円 147.2%

※ ※※

５．地域住宅計画に基づく事業 － ( － ）

※ ※※

６．地域公共交通確保維持改善事業 206億円（101.0%）

７ 「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業 0.4億円（ 71.0%）．

この他に、社会資本整備総合交付金（令和2年度当初予算：7,627億円（うち臨時・特別

の措置349億円 、令和3年度当初予算案：6,311億円）がある。）

この他に 防災・安全交付金 令和2年度当初予算：10,388億円 うち臨時・特別の措置2,、 （ （

541億円 、令和3年度当初予算：8,540億円）がある。）

この他に 「臨時・特別の措置」として、道路事業：1,448億円、治水事業等：1,927億、

円、海岸事業：56億円、港湾事業：418億円を計上している。

【文部科学省】

１．公立学校施設整備費 688億円（ 99.1%）

２．へき地児童生徒援助費等補助金 23億円（ 99.5%）

（１）スクールバス等購入費 6億円（ .1%）98

（２）遠距離通学費等 17億円（100.0%）

３．健全育成のための体験活動推進事業 1億円（100.0%）

【文化庁】

１．文化芸術による子供育成総合事業 55億円（103.3%）

２．国宝重要文化財等保存・活用事業費補助金 255億円（ 98.1%）

３．国宝重要文化財等防災施設整備費補助金 26億円（100.0%）

【厚生労働省】
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１．へき地保健医療対策費 78億円（103.4%）

２．医療施設等設備整備費 34億円（136.6%）

３．医療施設等施設整備費 28億円（100.0%）

４．都道府県における医師確保のための相談・支援機能の強化

地域医療介護総合確保基金（851億円）の内数

５．ドクターヘリ導入促進事業

医療提供体制推進事業費補助金（239億円）の内数 75億円

６．保健衛生施設等施設整備費 27億円の内数

７．水道施設整備費補助 168億円の内数

８．生活基盤施設耐震化等交付金 227億円の内数

９．地域医療介護総合確保基金（介護分） 49億円（100.0%）5

10．社会福祉施設等施設整備費補助金 48億円（ 27.6%）

保育所等整備交付金 497億円（ 71.2%）11.

． （ ）12 次世代育成支援対策施設整備交付金 64億円 44.2%

13．農林漁業就職総合支援事業 7億円（ 91.7%）

【経済産業省】

． ）１ 小規模事業対策推進事業 53億円の内数 ( 89.9%

． （ ）２ ブランド育成支援等事業 8億円の内数 80.3%JAPAN

． （ ）３ 地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業 5.6億円の内数 112.0%

【環境省】

． ）１ 営農型等再生可能エネルギー発電自家利用モデル構築事業 14億円 ( .6%108

２．自然公園等事業等 83億円（ 99.3%）

３．国立公園等民間活用特定自然環境保全活動（グリーンワーカー）事業

2.5億円（ 95.4%）

４．国立公園協働型管理運営体制強化事業 0.3億円（ .2%）96

５．エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業 0.3億円（100.0%）

６．生物多様性保全推進支援事業 1.7億円（126.4%）

７．鳥獣保護管理強化総合対策事業 7億円（ .5%）97

８. 指定管理鳥獣捕獲等事業 1億円（ .3%）4

９．一般廃棄物処理施設整備事業 579億円（ 97.6%）

（浄化槽設置事業及び浄化槽市町村整備推進事業を除く）

10．浄化槽整備事業 91億円（ 99.0%）

この他に 「臨時・特別の措置」として、自然公園等事業等 20億円、一般廃棄物処、

理施設整備事業（浄化槽設置整備事業及び公共浄化槽等整備推進事業を除く）40億円、

浄化槽整備事業10億円を計上している。

【内閣府】

． （ ）１ 子どものための教育・保育給付交付金 1兆3,932億円の内数 104.1%

２ 子ども・子育て支援整備交付金 191億円の内数 (102.8%)．

３．特定地域づくり事業の推進 5億円(100.0%)


